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はじめに

　2003年に発足した韓国の盧武鉉政権は、三大国政目標の

一つに‘平和と繁栄の北東アジア時代’建設を提示し、究

極的にはそれを体現する‘平和と繁栄の北東アジア共同体’

の実現を追求する‘平和と繁栄の北東アジア時代の構想’

（以下、北東アジア構想）という新たな国家アジェンダを

掲げた。これは韓国の政策史では珍しく‘北東アジア’と

いう外生変数が持っている時空間的な意味に着目し、国の

未来を自発的に準備しようとする野心に満ち溢れた国家ビ

ジョンと戦略を具体化したものとして、内外で注目を浴び

た。しかしながらその推進過程においては、構想の核心概

念や推進戦略および課題設定をめぐり、少なからず批判が

提議されたのも事実である。

　本稿は、韓国政府の北東アジア構想の推進が３年を過ぎ

た現時点において、まず、全世界的に蔓延している地域貿

易協定（Regional Trade Agreement、RTA）を地域経済

共同体の実現のための一つの手段として再認識する視点を

提示した。こうした視点に基づいて域内経済協力の制度化

の現況を概括する。それをもとに、盧武鉉政権による国家

アジェンダとして提示された北東アジア構想とFTA政策

の過去３年間の実績を、地域経済共同体形成の視点から振

り返ってみる。最後に、筆者なりの地域経済共同体実現に

向けた重点課題を導き出すことにする。

１. 地域貿易協定（RTA）の再解釈

⑴　拡散の一途にあるRTA、しかしその内容は千差万別

　全世界的に地域貿易協定の締結が急速に広がっている。

WTOによると、2006年３月現在、193件のRTAが締結され、

そのなかの大半はFTA（表１参照）である。授権条項

（Enabling Clause）に基づいた途上国間の協定とサービス

協定が、それぞれ36件と22件、関税同盟は11件で最も好ま

れない地域経済統合の形態となっている。

　しかし、193という数値すべてを有意義な個別の経済統

合体として捉えることには多少無理があると思われる。ま

ず、サービス協定はすべて商品貿易協定と同時に結ぶもの

であり、それ自体別個に存在する場合はない。また、EU

の場合、ローマ条約によるECの成立、各国の加入による

拡大、さらにEUへの発展過程もすべて個別のRTAとして

扱っている。

　にもかかわらず、1990年代後半のWTO出現後、RTAが

流行のように広がっていることは否定し難い。その流行に

遅れをとれば、世界経済の流れの中で淘汰されるのではな

いかという危機感が漂っているのではないか。

　1990年代以前の ６倍ものRTAが、1990年代から2006年 

３月までに締結された。このようにRTAは事実上、多国

間主義に優先する通商政策手段として登場している。

　RTAの急増に対してBaldwinは、他国のRTA締結に伴

い、そのネットワークで阻害された場合の不利益を防ごう

として未締結国が競い合ってRTA締結に走る現象が加

わったためであると、ドミノ理論（Domino Theory）で

説明している。World Bankによると、アフリカの場合、

１国当たり平均４件、中南米の場合は７件のRTAを締結

している。このように各国・地域が競い合うように締結す

るRTAは、それぞれの原産地規則と譲許日程および期間

設定により、締結国にスパゲティ・ボウル現象（spaghetti 

bowl e ects）を発生させ、全体の国際貿易の円滑な流れ

に過大な費用をもたらし、国際貿易の透明性と予測可能性

が阻害されかねない。

〈表１〉WTO/GATTによるRTA現況（2006年３月現在）
類　　　型 件　数

GATT第24条（FTA） 124
GATT第24条（関税同盟） 11
授権条項（Enabling Clause） 36
GATS第５条 22

計 193

資料：WTO, Notifi cation to the WTO/GATT, 2006. ３.

　RTAは、地理的に近接した域内国家間でそれぞれの比

較優位が存在する貿易関係下で形成される‘自然な経済ブ

ロック（natural economic bloc）’が好ましいものとして

理解されたが（Kreinin and Plummer, 1994）、最近はEC-
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MERCOSUR、EC-GCC、EFTA-SACUなど域内国家間で

はない大陸別に締結される場合も徐々に現れてきている。

もはや‘RTA=地域主義’という等式が成立しなくなって

いる。

　RTAはWTOでの多国間主義に基づいた協定とは異な

り、その内容は千差万別である点に留意を要する。つまり、

RTAに必ずこうすべきだという定型はない。関税の切り

下げおよび撤廃を通じて、貿易上の排他的な特恵を追求す

る低水準のRTAから、サービス、投資、競争政策、貿易

の円滑化、政府調達などに対する多国間の規範制定（いわ

ゆる、1996年の‘シンガポールイシュー’）も含む‘包括

的FTA（Comprehensive FTA）’に至るまで、厳格な分

類が難しい面がある。

⑵　RTAは経済共同体実現の一手段

　締結国の経済厚生を阻害しうるスパゲティ・ボウル現象

の発生にもかかわらず、各国が競い合って二国間のRTA

を締結している様相、1990年代後半、WTO体制の導入後

にむしろより多くのRTAが登場し、RTAがもはや地域内

協定ではなくなっている背景について、経済学的にどこま

で説明できるのか。こうしたRTAの蔓延現象について、

だからこそ韓国も早急に取り組まなければならないとする

以前に、なぜこうした現象が生じているのかを、より冷静

に判断する姿勢が要求される。筆者はその背景に、下記の

ような経済的な側面以外の存在を強調しておきたい。

　第一に、1990年代に入り、RTA締結の動きが顕著になっ

た背景には、WTOが標榜する多国間主義の盲点がある。

1990年代以降WTOの加盟国が急増したことで、協議参加

国間の見解の差を埋めることが難しく、合意結果に対する

無賃乗車の問題が生じ、多国間主義に基づいた自由化協議

が膠着状態に陥った。それゆえに、サービス、投資、競争

政策、知的財産権、環境および労働分野での新たな国際貿

易の規範が確立されにくくなり、二国間RTAの締結を通

じ、多国間の論議・議題を先取りしようとする意図が働い

た。

　第二に、RTA締結の背景には、複雑多岐な国際力学の

構図のなかで、経済的同盟関係を確保しようとする動機も

強く働いた。EUによる持続的な拡大過程はアメリカの一

国主義に対する牽制の意図を表すもので、アメリカの対・

域外FTAが今まで多分に安保戦略的な次元で推進されて

きたのは周知の事実である。近くは中国と日本のFTA推

進戦略も、域内の主導権確保という経済以外の目的を重視

する傾向が強い。日本が、経済厚生の増大だけを図ろうと

するのであれば、自国の財界が要望する韓・中・日FTAや、

日中FTAを躊躇する理由はないだろう。

　第三に、RTAの中の一部は、国際関係の側面でグロー

バル・ガバナンスの脆弱性に対する反作用であり、経済の

グローバル化に対する一国を超えた地域次元での共同対応

の一環として理解することができる。筆者はこの点に注目

する。グローバル化の持つ根源的な不安定性、特に、グロー

バルな金融システムの変動性の増大に対する個々の国の対

応力の限界が明らかになってきた。

　しかし、IMFやWTO、国連等の国際機構は、国際的な

利害調整の強制力を持たないまま、国際社会の公正な調整

者としての役割を遂行することに限界を呈していた。こう

した現実においてRTAを活用した地域次元での協力と統

合という代案が登場してきた（Boyer, 2003）。最も代表的

なのはEUであろう。

　このようにみたとき、韓国はRTAを狭く通商政策また

は外圧による国内改革手段として理解するよりは、包括的

な対外戦略手段として再び明らかにする必要がある。他方

では、グローバル化に対する地域次元での共同対応方策で

あるとともに、域内共通課題の解消に向けて協力する利益

共同体の形成手段としてみることができる。さらに重要な

のは、RTAに定型はなく、自らの必要に応じて、創意的

に作り出せる点である。

２.　北東アジア経済協力の現在と未来 

⑴　北東アジアで足踏み状態にある制度的な統合 

　韓国での北東アジア構想出現の経済的な背景になった北

東アジアという空間を理解するため、北東アジアの市場主

導的な統合現況を簡単にみてみよう。

　韓･日･中３国の域内交易の比重は、1993年の16.1％から

2003年には23.7％へと増大した。同期間EUでは60.5％から

60.4％へ、NAFTAは41％から44.9％へ変化したことを勘

案すると、北東アジアでは急速に相互依存度が高まったこ

とがわかる。その結果、 韓･日･中３国は互いに１～３位の

交易対象国になっている。

　また、投資の面でも３国間の相互依存度を確認すること

ができる。域内投資の比重は、1993年の8.1％から2003年

には18.7％へと急増した。同期間、EUでは59.3％からむし

ろ47.4％へ減少した。これにより、2004年現在、韓国と日

本は中国において第１位と第２位の投資国となり、日本は

韓国において第２位の投資国の地位を占めている。
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　こうした相互依存度の増大は、中国の高度成長と 韓･日

･中 間の相互補完的な分業構造に起因すると考えられる。

中国はすでに世界第４位の経済大国として浮上している。

日本は韓国に、韓国は中国に、部品および素材などの中間

財を供給する重要な生産拠点となっており、中国は韓国と

日本に中・低価格の完成財を供給する役割を果たしている。

したがって、３国間には相互依存度の増大の帰結として、

濃密な生産ネットワークが構築されている。

　世界的なRTA締結の趨勢と北東アジア３国間の相互依

存度の増大にもかかわらず、３国間経済協力の制度化は、

未だ初歩段階にとどまっている。無論、３国間ではエネル

ギー、環境、科学技術、ITなど分野別協力のための多数

の協議体を運営している。たとえば、1999年のASEAN＋

３会議以降、定例化された韓・中・日首脳会談と、経済・

外交・通商・環境・IT・エネルギー・科学技術・特許・

水産分野での長官、局長、実務者レベルの協議体などが運

営されている。しかしこれまで実質的な成果はあまり得ら

れなかった。北東アジア３国間での市場の実質的な統合が

急速に進んでいることを考慮すると、政府間での協力と制

度的な統合は相対的に遅れをとっている。

　その理由の一つに、以下で論じるように、北東アジアよ

りは東アジアにおける相互依存度が深化されている点があ

げられる。しかし、東アジアにおけるFTAさえその期待

効果が著しい東アジア全体を包括する広域FTA

（EAFTA）ではなく、二国間FTAが先行している理由は

どのように説明できるのだろうか。これは結局のところ、

北東アジアの制度的な統合が躓く主な障害要因は、ほかな

らぬ日中との主導権競争であることを示唆するものであ

る。日本は下手をすれば中国に主導権を取られるかもしれ

ない韓・中・日FTAに消極的であるようにみえる。中国

は日本に比べて韓・中・日FTAに積極的ではあるが、現

在は日本牽制のため、中・ASEAN間のFTAにより傾注し

ており、東アジアサミット（EAS）では日本と熾烈な主

導権競争を展開している。

⑵　FTA 展開の主舞台となった東アジア

　東アジア各国は、経済危機を契機に、域内次元での協力

と政策協調なしには自国の経済政策を運営することに限界

がある点を自覚するようになった。ここに、全世界的な

RTA締結の趨勢も追い風となっただろう。

　近年になって東アジア域内国間でのマクロ経済の連動性

と同調性が、アメリカとのそれよりさらに顕著となり、景

気変動の同調化と同時性が強化されている（Kawai and 

Motonishi（2005））。

　東アジア各国間でのこうした景気の同調化は、域内経済

の相互依存度の増大によるもので、これは域内での為替

レートの安定メカニズムの導入が必要な時点にきているの

を裏付けるものであろう。

　こうした状況をもとに、東アジアの主要国は域内での二

国間FTA締結が究極的にはEAFTAを志向すべきだとい

う点に異議を提示していない。このことは、すでにEAVG

（East Asian Vision Group）とEASG（East Asian Study 

Group）において東アジア各国が共有している。東アジア

各国は、2006年８月ASEAN＋３経済閣僚会議でEAFTA

を形成するためのEAFTA報告書を提出する予定である。

おおまかに、韓・中・日３国がASEANと個別に進行して

いるいわゆる‘ASEAN＋１’協議が完了される2010年頃

にEAFTA協議の開始を目標としている。

　しかし日中間の覇権競争の帰結として、東アジアでも

‘ASEAN＋１’の形で二国間のFTAのみが拡大され、両

国の葛藤が渦巻く中でASEANはEAFTAを事実上主導し

ており、また彼らの主導権維持への意欲もかなり強くなっ

ている。

　日本は、中国主導の東アジアFTAを牽制するためにイ

ンド、オーストラリア、ニュージランドを含む16カ国間の

‘東アジア経済連携協定（EPA）’の2020年締結を提議し

たことがある。当初、‘東アジアサミット（EAS）’の開

催意義は 北東アジアが ‘ASEAN＋３’における‘ASEAN

域外の３者’という資格から ASEANと同等な‘東アジア

の域内者’の資格を得て初めて参加することにあったが、

ここになお東アジア域外の３国が加わったことで、彼らを

東アジアの会員として認めるかどうかをめぐる論議の余地

が残った。さらに、日本の経済産業省は、2006年４月に彼

らを含む‘広域東アジアFTA’の締結を主張するに至る

など混迷の状況が続いている。

　もし、今のような状態が持続すれば、北東アジアの未来

はどのような姿をなすのだろうか。中国の高度成長、日本

の経済回復などで経済的な活力は持続され、相互依存度は

ますます増大するだろう。後発国である中国と韓国の躍進

〈図１〉北東アジア３国間の域内貿易投資の比重推移
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に伴う先発工業国の日本との競争関係の深化は、通商摩擦

の拡大などの火種になる可能性が濃厚である。アメリカの

過剰投資と東アジアの過剰貯蓄がもたらすグローバル的な

不均衡はさらに深化し、かつ国際金融システムの急激な変

動性に誰もが手の施すところがないという状況が続くこと

は明らかである。

　しかし、北東アジアの経済統合が未だ不透明な状態であ

ることを考慮に入れると、当分の間、東アジアでは二国間

FTAが拡大し、これがEAFTAへ収斂されるまでには相当

時間がかかるだろう。その間、北東アジアFTAが締結さ

れる可能性は、今のところ高くないと思われる。

　ただし、個別の経済協力事業の持続的推進と制度化への

進展はある程度期待できるだろう。このような個別の経済

協力を通じた協力の利益への共有と、信頼の確保は、東ア

ジア内で拡散一路にある二国間FTAを、EAFTAへと収斂

させていく土台になるだろう。

３.　韓国政府の北東アジア構想の評価 

⑴　北東アジア構想の展開過程と意義

　現政権の発足当時、大統領職引受委員会で樹立した北東

アジア構想は、大陸と海洋を結ぶ韓国の地政学的な位置が

もつ潜在力を極大化しつつ、平和と繁栄の北東アジア時代

を開くことに積極的に寄与することを目標に掲げていた。

哲学的には、相互依存度を高めることを通じて、武力挑発

の可能性を最少化するというカントの平和思想に基づいて

いる。このように北東アジア構想の基底には、政治関係の

改善と経済協力の拡大との間で好循環構造を作り出す一方

で、開放的でかつダイナミックな北東アジア統合市場を構

築し、世界の主要企業が意欲的に活動できるようにし、北

東アジアを世界経済成長の中心軸として発展させるという

発想があった。

　しかしながらこの構想は、実際現政権の任期が始まり、

政策化される過程で、中国と日本との間に挟まれた韓国の

国内競争力の強化が至急だとする点に焦点があてられ、‘経

済中心推進構想’だけに縮小・変形されたのである。それ

をもとに‘北東アジア経済中心推進委員会’が設立された。

結局のところ、北東アジア構想は、北東アジアで韓国がも

つ地経学的な長所を活かし、韓国を北東アジアの金融ハブ・

物流中心となるビジネス・ハブとして構築するという北東

アジア経済中心構想に取って代わり、対外協力は、そのた

めの安定的な外的環境づくりという脈略にはまる形となっ

た。この政策のために設立された大統領諮問委員会の名称

も北東アジア経済中心推進委員会となった。

　2004年６月からこの構想は二期目を迎え、第一に、国内

競争力の強化よりは北東アジア協力を重視する方向へと変

わり、第二に、対外協力分野では経済協力だけでなく、外

交安保および社会文化協力が追加された。なお委員会の名

称も‘北東アジア時代委員会’に変わった。これらの変化

は切羽詰った北朝鮮の核問題が長引き、‘外交安保協力’

の支えなしに‘経済協力’だけを推し進めることの限界が

顕著になってきたからと思われる。

　この際に、重点課題としては、①中長期の戦略企画：変

化する北東アジアの安保・経済地形から韓国の中長期対外

戦略を企画、②平和構築：朝鮮半島の平和体制の構築、周

辺４カ国の協力外交の強化、多国間の安保協力の強化、③

繁栄の実現：物流ハブおよび金融ハブ、外国人投資の誘致、

④共同体の建設：経済統合および金融通貨協力の推進、エ

ネルギーおよび環境協力、物流網との連係などが提示され

た。

〈表２〉北東アジア構想の推進課題と推進体系の変化過程 
区　分 １　期 ２　期 ３　期

時期 2003. 3 ～ 2004. 5 2004. 6 ～ 2005. 1 2005. 2 ～

委員会の名称 北東アジア経済中
心推進委員会 北東アジア時代委員会

基本方向 平和と繁栄の北東アジア時代の建設

重点課題 競争力強化 競争力強化・対外
協力 対外協力

重点協力分野 経　済 経済・外交安保・社会文化

資料：金（2005）

　2005年２月、北東アジア時代委員会が担ってきた、国内

競争力の強化にかかわる課題、すなわち金融ハブの構築、

物流ハブの構築、経済自由区域の造成、外国人投資の誘致

等の課題は、大統領諮問機構である国民経済諮問会議に移

管される形で、再編された。こうして北東アジア時代委員

会は、北東アジア共同体形成のために対外協力を主な目標

として掲げていた。しかし対外協力の焦点は、経済協力よ

りは外交安保協力と社会文化協力、特に前者に焦点が合わ

せられることとなった。

　このような変遷過程を辿ってきた 北東アジア構想に関

してどのような評価ができるのだろうか。

　第一に、北東アジア構想は、冷戦以降北東アジアの急変

する状況の中で、北東アジアの平和と繁栄を通じて、韓国

の未来を設計しようとする新たな視点を提示しつつ、その

実践課題を備えている点で重要な意味をもつ。さらに韓国

が北東アジアの大陸勢力と海洋勢力との間に位置している

という‘地理的な事実’は、過去において不運な‘地政学

的な弱点’として認識されていたが、冷戦崩壊後の今はむ

しろ‘地経学的な長点’として活用できる点に注目したの

である。つまり、北東アジア構想は北東アジアをめぐる環

境変化に対して、韓国の発展方向を新たな視点で再解釈し



10

ERINA REPORT Vol. 71 2006 SEPTEMBER

ようとする発想から出発しているところで、政策的視野の

拡大の意味をもつ。

　第二に、北東アジア構想は、‘競争’と‘協力’あるい

は‘内部繁栄’と‘共同繁栄’との二分法的な志向を止揚

し、二国間の共存または相互作用の可能性を模索している

点で新たな座標を提示している。無限な発展への潜在力を

もつ北東アジアでの多様な協力事業を通じて、共同繁栄の

基盤を整え、域内の公共財を構築し、域内ネットワークを

強化させることで転換期を迎えている韓国経済の活路を模

索する一方で、共同繁栄の基盤を構築しようとするもので

ある。

　こうした視点でみると、FTAとは、異なる国家間の市

場統合および域内の公共財構築とネットワーク形成を目的

とする国家間の包括的な協力であるが、その結果は各国間

の競争促進と、それを通じた国内競争力の強化に基づく共

同繁栄の追求として解釈することができる。そして競争と

協力とのダイナミックな相互作用を通じて、内部繁栄と共

同繁栄をともに成し遂げようとするのが、FTAである。

　第三に、北東アジア構想は、北東アジアが抱える懸案の

複合性に注目し、‘平和’と‘繁栄’との間で、好循環構

造の創出の可能性を模索しようとする点で、韓国政策史に

おいては異色の国家戦略である。北東アジア地域は、政治、

経済、安保などのすべての側面で画期的変化を迎えており、

それに対処するための能動的な対応策の備えが至急な実情

である。過去の朝鮮半島問題は、多分に南北間または北･

米間との両者問題として認識されてきたのに対し、北東ア

ジア構想はそれを北東アジアの共通懸案として浮上させ、

朝鮮半島問題の解決を北東アジアの公共財構築という視点

で、利害当事者らにそれを認識させようとしている点で、

肯定的に評価できる。

　しかし、政策目標の方向設定の肯定性と、その推進過程

に対する評価は別個の問題であろう。以下では、韓国の

FTA推進政策を考察し、両者を含めて、韓国政府の北東

アジア構想の問題点を探ってみる。

⑵　韓国のFTA推進政策

　韓国最初のFTAであるチリとのFTA締結後、韓国が域

内国の中でいち早くFTA協議に入ったのは日本である。

両国は、2003年12月の協議を開始し、当初2005年末までに

締結することに合意した。しかし６次協議（2004年11月）

を最後に協議の突破口を見つけようとする両側の努力も見

えないまま、長期間棚上げ状態になっている。

　韓中FTAは、両国の研究機関間で共同研究を進めてい

るが、政府次元での公式的な立場は明らかにされていない。

しかし韓米FTAの協議開始を前後にして、中国は韓国政

府に公式・非公式のチャネルを通じて、韓中FTAの論議

開始の意志を表明してきた。その反面、韓国政府は韓中

FTAが経済および外交安保にもたらし得る大きな波紋を

憂慮し、未だ公式的な立場表明を控えている。

　韓・中・日FTAの民間共同研究は2005年に終了し、共

同研究チームは2006年から‘産官学共同研究’の開始を提

案したことがある。これに対し、韓国と中国は支持したが、

日本は反対した。その結果、３国が産学共同研究の形で引

き続いて推進していくことに折衷した。

〈表３〉韓国の主なFTA推進現況
協議国 協議回数 協議期間 備考

締　
　
　

結

チリ
事前会議：２回
公式協議：６回

協議開始：1999.9
協議妥結：2002.10

発効：2004.4

シンガポール
共同研究会：３回
公式協議：５回

協議開始：2003.10
協議妥結：2004.11

発効：2006.3

EFTA
共同研究会：２回
公式協議：４回

協議開始：2004.12
協議妥結：2005.7

発効予定：2006.7

協　

議　

中

日本
産・官・学の共同研究会：８回
公式協議：６回

協議開始：2003.10
2004.11（６次協議）
以後中断

ASEAN

専門家グループ会議：５回
通商（経済）長官会議：４回
公式協議：11回（商品分
野妥結）

協議開始：2004.11
2006年末、協議妥結
目標

メキシコ
専門家グループ会議：６回
公式協議：１回

協議開始：2005. 9
戦略的な経済補完協定
（SECA）

カナダ
予備協議：２回
公式協議：４回

協議開始：2005.7
2006年上半期、協議
妥結目標

インド
共同研究グループ会議：４回
公式協議：１回

協議開始：2006.2
包括的な経済協力協定
（CEPA）

アメリカ
実務検討会議：３回
公式協議：５回予定

協議開始：2006.2
2005.5～2006.11（６
回の通商長官会談）

2006年末または2007
年上半（３月末）、 協
議妥結目標

検
討
中

MERCOSUR 共同研究グループ会議：３回
共同研究合意：
2004.11

2006.3：第三次共同研
究会議

中国
2005～2007年 末：DRC
（国務院発展研究中心）
とKIEP共同研究進行

民間共同研究合意：
2004.11

2005.6：中国の民・官
共同研究の提案

長
期
検
討

中・日
2003.1～2005.12： ３国
の研究機関 共同研究の
遂行

2002.11：プノンペン
３国首脳会談で、中国
の失鎔基総理が提案

EAFTA（東
アジア）

2000：EAVGで提議
2001：EASGで提議

資料：金（2006）

　韓・シンガポールFTAは、2006年３月２日に発効した。

ASEANとは、2006年４月の11次協議（23～28日）において、

商品譲歩案と原産地規定を含む商品貿易協議を妥結し、

サービスおよび投資協議を2006年末までに終わらせる予定

である。韓・インドFTAは、12月に共同研究を開始、８

月に３次共同研究を終え、2006年に協議に入る予定である。

　アジア地域以外では、韓・EFTAのFTAの場合、2005

年１月から協議を開始し、同年７月に協議妥結を得て2006

年上半期中、国会で批准を受けるための手続きを進行中で

ある。NAFTA市場への橋頭堡を確保し、アメリカと類似

したカナダとのFTAを通じて、長期的には韓米FTAに備

えた学習効果をあげるという意義で始まったカナダとの

FTA協議は、５次協議を終えた状態である。

　韓国政府は、2006年２月にアメリカとFTAの協議開始

を宣言した。韓・米FTAは、アメリカが韓国内部の与件（ス
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クリーンクォータ、自動車の廃棄ガス規制、牛肉の輸入規

制の再開、薬価再評価推進保留問題など）が整えれば、正

式な論議に入るかどうかを決めるとの方針を表明し、韓国

政府は2005年11月から２月までアメリカのこれらの要求を

受け入れ、2006年２月FTA協議開始を宣言した。

　政府によるFTA政策推進の４つの特徴には、まず第一

に、巨大・先進経済圏とのFTAを志向する点である。原

則的にはFTAの経済的・政治的効果を極大化するために、

巨大・先進経済圏とFTAを優先的に結ぼうとするが、現

実的な与件を考慮し、中長期的に推進するという方針であ

る。短期的には、経済的な妥当性、政治的な含意、相手国

の意志、巨大・先進経済圏とのFTAを推進するのに役立

つ‘橋頭堡の確保’等をもとに、その対象国を選定してい

る。

　第二に、内容的には、包括的でかつ高水準のFTAを追

求しようとする点を強調する。つまり、市場接近だけでな

く、政府調達、相互認証の認定、知的財産権、紛争解決、

競争政策など、その他の貿易規範および制度の調律までを

含む包括的なFTAを志向する。また、商品分野ではサー

ビス、投資に至るまですべての分野でWTO関連規定に整

合的な高水準のFTAを追求する。

　第三に、政府によるFTA推進戦略の核心部分は、同時

多発的なFTA推進戦略として、‘今まで足踏み状態であっ

たFTAの締結実績を短期間に積み上げ韓国企業の機会費

用を減らし、各FTA別の否定的な効果を相殺させ、全体

の利益を極大化しつつ、貿易収支の均衡を実現’するため

であるといわれる。

　最後に、手続きの面では、国民的な同意のもとで透明に

推進することを明示している。

　結局のところ、韓国政府のFTA戦略の核心は、巨大先

進経済圏と同時多発的に包括的でかつ高水準のFTAを推

進することとして要約できる。

⑶　韓国の北東アジア構想の問題点

　以下では、韓国政府の北東アジア構想が、究極的には北

東アジア共同体の実現を志向している点に基づき、それと

密接に絡み合っている韓国のもうひとつの重要政策である

FTA政策と結び付け、韓国の地域経済共同体形成の政策

について、簡略に評価を行ってみる。

　第一に、北東アジア構想では、安保共同体と経済共同体

を北東アジア共同体構築の両軸として提示したにもかかわ

らず、経済協力の重要性の認識が不十分であった。北東ア

ジア経済中心推進委員会の時期には、経済協力を多分にビ

ジネス・ハブ実現の手段として狭く捉え、相対的に経済協

力を含んだ対外協力への関心が低かった。なお、北東アジ

ア時代委員会の時期には、対外協力の重要性が強調された

ものの、その中心軸が外交安保協力に設定され、経済協力

の推進力が相対的に弱まった。このように、経済協力が国

内競争力の強化と対外安保協力との間で漂流するなか、北

朝鮮の核問題が長引き、経済協力のモメンタムが急速に弱

まった。

　したがって、長期的な眼目で経済協力を一貫して推進す

ることが難しく、その結果、周辺国らの関心を引き寄せる

ような現実的でかつ魅力のある協力事業の発掘が進まな

かった。北東アジア構想は‘競争（内部繁栄）’と‘協力（共

同繁栄）’の連係を模索している点が斬新なところである。

しかしながら競争と協力の相互間ダイナミズムを導き出

し、内的力量の強化に基礎した共同繁栄の枠組みを作り出

せるような具体的なプログラムが進まなかったのである。

　ある者は、周辺国が北東アジア協力構想に共感し難かっ

た理由として、韓国が協力を強調しながら、その一方で自

国の競争力強化を同時追求する二律背反の態度をとったか

らであるという。しかし、筆者はこれよりはむしろ、韓国

が周辺国に互恵主義に立脚した魅力的でかつ現実的な協力

議題の提示するのが不十分であったのが問題であるといい

たい。

　第二に、北東アジア経済協力の空間的な対象に対する概

念規定の論議も持続的に混乱を招いた。北東アジア構想に

批判的な向きは、北東アジアという概念が、中国や日本で

すんなりと受け入れにくく、韓・中・日３国間で共有でき

る明確な概念の北東アジアは存在せず、従って、地域的な

アイデンティティも曖昧である点に批判の矢を放ってい

る。また北東アジアにこだわることが、域内分業構造下に

おいて無視できぬ重要なパートナであるASEANを排除さ

せてしまうという点を指摘する。

　第三に、二国間FTAを域内経済統合へ収斂させる戦略

が不十分なまま、韓国もまた日中と二国間FTA競争を繰

り広げていくことに焦りを持っていた。その間、北東アジ

ア構想とFTA推進とは、相互に密接な連関があるにもか

かわらず、事実上は別個に進められてきた。韓国のFTA

戦略は巨大先進経済圏を重視する立場であり、域内国を優

先するものではない点から、東アジアを優先視する日本の

立場とはとても対照的である。よって、韓国内では韓日

FTA、韓・ASEANのFTAを、北東アジア経済共同体実

現の視点から活用しようとする努力が足りなかった。これ

は韓国政府がFTAを通商懸案として狭く認識している傾

向に起因するものと考えられる。しかし、韓国が属する北

東アジアでの地政学的な特性により、アメリカを始めとす
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る巨大先進経済圏とのFTAは韓国をめぐる外交安保の状

況に変化を与えるものである。したがって、外交安保を含

む包括的な対外戦略の大きな枠組みのなかで、FTAの役

割と効果について思考すべきであったが、その点が不十分

であった。

　こうした脈略から、アメリカが北東アジアでもつ密接な

利害関係を考慮する際、韓国政府は韓米FTAが北東アジ

ア構想と地域経済共同体の構築に及ぼす影響を勘案し、よ

り慎重な姿勢を堅時すべきである。韓国政府は、韓米

FTAが域内国が韓国にFTA協議を要請するモメンタムを

作り、むしろ域内FTAの締結を加速化するとの楽観的な

見通しを示した。とはいえ、韓国では域内FTAの推進に

対する国内の議論が不十分であり、韓米FTAの内容も未

だ具体化されていない状態である。それゆえに、韓米

FTAが北東アジア構想の実現に寄与するためには、次の

ような点に留意すべきであると強調したい。

　第一に、アメリカをハブとするいわゆる‘hub-spoke 

FTA’締結の競争、つまりドミノ効果を誘発させること

ができる。これは二つの方向で進む可能性がある。まず、

すでに中国とEUなどの主要国および地域が、韓国に積極

的にFTA締結の意志を見せ始めており、確かに韓米FTA

が韓国と域内国とのFTA締結を促進させる側面もある。

しかしそれだけでなく、米国と域内国それぞれのFTA締

結も誘発させることも考えられる。ASEANのなかでタイ

とマレーシアがすでにアメリカとの交渉を始まっており、 

韓米FTAはそれをスピード・アップさせるだろう。日本

国内でもごく一部は、日米FTAの締結を急ぐべきだとの

見解を述べている。そうなった場合、韓米FTAは、本意

とは別に、域内国間のFTA締結のモメンタームを弱める

結果を招いてしまうことになる。

　第二に、韓国政府が韓米FTAに傾倒し、韓日FTAも推

し進め、過度に中国を刺激する場合、これは北東アジアで

中国・ロシア・北朝鮮間の北方の三角同盟と、米国・日本・

韓国間の南方の三角同盟間の新たな冷戦構図を招くことに

なる。韓米FTAにより、冷戦体制崩壊後形成されてきた

北東アジアの協力と和解の雰囲気に亀裂が生じた場合、こ

れまた地域経済共同体の形成を阻害する主な要因になりう

る。もし、韓国がこのような状況を避けるために、韓米

FTAと同時に韓日FTAでなく韓中FTA開始に傾けば、韓

日FTAはなおさら遠ざかることとなろう。

４.　地域経済共同体の実現に向けて 

⑴　FTAから経済共同体へ－視点の転換－

　政治経済学的視点から経済統合を考察する代表的な経済

学者であるMyrdalは、経済統合を’機会均等の西欧的な

理想実現のための一つの課題’として捉える。つまり、利

益共同体としての複数の国家が、一定の規範により、互い

を調和・統合させることで、共同体全体の最適な目標達成

を追及していく動態的な過程として経済統合を捉える。

従って、Myrdalは、経済統合が国境の除去というよりは

利益共同体の領域の拡張という肯定的な概念で理解すべき

だと強調する。またErbesも経済統合を個別主体の相互結

合を通じて、社会経済的な最適状態である一つの共同体へ

接近していく、動態的な過程として定義している。

　近代経済学的な視点から、経済統合を捉える代表的な学

者である Balassaは、経済統合を‘各国民経済に属する経

済単位間の差別を取り除くための’一つの過程（a 

process）であると同時に、‘各国民経済で相互間の様々な

差別が存在しない’一つの状態（a state）であるとしてい

る。

　すでに、世界的なRTAの趨勢は地域主義を超え、RTA

ネットワークを形成する段階にまで進んでおり、筆者はこ

こで更にRozmanの地域主義（regionalism）に対する理解

に注目したい。Rozman（2003）は、地域主義を以下の五

つの次元で捉えている。

　第一に、地域主義は、経済統合のための構成員間の共同

戦略によって支えられる経済関係の増進、経済統合である。

第二に、地域主義は共同の行動を取るために構想された各

国の制度などを通じた政治的関係の進展、すなわち、制度

的な統合の次元である。第三に、地域主義には、労働市場

の自由化と企業ネットワークまたは多様な懸案に対する共

通議題の設定などを通じての域内国間の社会的統合という

次元が存在する。第四に、共通の文化を通じて形成される

地域的なアイデンティティの共有、つまりアイデンティ

ティの形成である。最後に、域内国間の緊張緩和と安保的

安定の増大に向けた安保議題への拡散という安保的な統合

の次元である。

　このように地域統合は、経済的統合から出発し、徐々に

安保分野での統合へ進行する側面をもっている。Rozman

の見解は、筆者がFTAに注目する理由を明確に示してく

れる。つまり、経済的な相互依存度の増大は、自然に外交

安保的な緊張緩和および統合に寄与する点である。

　RTAに対するRozmanの政治経済学的な視点は、東アジ

ア経済共同体の実現の脈略から有用な理論的基礎を提供し

てくれる。世界各国は、韓国とは対照的にFTAを単なる

通商政策手段としてだけでなく、平和と地域安保のための

複合的な外交政策の手段として見なしている。韓国も

FTAを新たな国際秩序と環境に対応するのに活用する必
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要がある。特に’平和と共同繁栄の北東アジア時代の実現’

を最上位の外交目標として掲げ、その一貫として東（北）

アジア共同体の建設を進めているがゆえに、経済共同体形

成の有用な手段としてFTAを活用すべきである。

　では、経済共同体の究極的な目標は何なのか。それは第

一に、域内国間の成長の潜在力を高め、第二に、域内国間

の政策共調を通じて、グローバル化の弊害を最小限にし、

地域ガバナンスを構築する、第三に、最も重要であるが、

経済協力と統合への利益配分の際に、勝者独占ではなく共

同繁栄を追求し、それを通じて域内の外交安保的な安定性

を高めることに寄与することである。

　上記の三つは、相互密接に関わっており、相互間の好循

環構造を創出する場合、東アジアの無限の発展可能性が現

実となり、真の経済共同体が作られるだろう。しかし残念

ながら、韓国のみならず、域内国の大半、特に域内の経済

大国である日本さえ経済共同体という用語を頻りに使って

いながら、共同体的な視点で経済統合をみる見解は、まだ

少ないと思われる。

　北東アジアの様々な制約条件を考慮に入れると、当分の

間は東アジアを主空間とする東アジア経済共同体を想定す

べきである。これを段階的には低水準のFTA（EAFTA）

か ら 出 発 し、 名 実 と も に 経 済 共 同 体（Economic 

Community）へ発展させていくことが望ましい。これに

関しては現時点から域内国間に合意が導出されなければな

らない。

⑵　東アジア経済共同体の期待利益と重点課題 

　東アジア経済共同体は、域内国に下記のような期待利益

を与えるだろう。

　第一に、市場統合は域内次元の競争力の強化に寄与する。

それを通じた市場拡大により、規模の経済性が作用するわ

けで、域内国は取引費用の節約や生産要素の円滑な移動を

通じてのシナジー効果を高められる。それを極大化させる

には、何よりも東アジア標準の原産地規定の制定が急務で

ある。また、不透明でかつ恣意的な非関税障壁などの貿易

障壁の除去を通じて、貿易の円滑化に更なる努力を傾注す

べきである。域内での公正な取引秩序の構築と、各種の排

他的な非関税障壁の解消に向け、貿易規範および競争政策

での協力は最も重要な課題である。日々鋭敏になっていく

競争による貿易・投資紛争への事前予防と、事後的な利害

調整が地域次元で円滑に行われるよう合理的な紛争解決の

システムを構築することも最も重要な公共財の構築になる

だろう。IT・科学技術関連の北東アジアの実際的標準 （de 

facto standard）を備えることもまた大きな利益につなが

るだろう。

　第二に、Kawai and Motonishi（2005）は、日本、韓国、

台湾、シンガポール、マレーシア、タイでは、Mundelが

主張した‘最適通貨地域（Optimal Currency Areas）’の

条件が満たされていると指摘している。 東アジア経済危機

という共通の経験は、域内の国々に、政策協調による域内

の為替レート安定化と、マクロ経済の健全性を高めること

による経済危機の再発防止と、究極的にはアジア共通通貨

の形成が、持続的な経済発展に不可欠である点を悟らせて

くれた。特に、東アジアはBoyer（2003）が言ったように、

‘チェンマイ・イニシアティブ（CMI）’の進展、アジア債

権基金（ABF）の設立を中心軸とする東アジア金融通貨

協力の制度化を、実物部門の統合に先立って実現させる可

能性も少なくはない。域内の通貨協力が可視的な成果をあ

げる場合、これはアメリカの基軸通貨国としての確固たる

地位を相当脅かすことにもなろう。

　第三に、地域の共同の課題に対する解決の枠組みを作る

ことができる。各国政府は、EAFTAの枠組みのなかで、

またはそれに並行させながら、漸進的にエネルギー、環境、

低開発地域の開発など途上国の次元で解決できない問題ら

に対して、共同で対応するよう部門別の協議の場を設ける

必要がある。これは究極的には東アジア経済共同体へ収斂

していくことになるだろう。この問題に接近する際は、長

期的にはグローバル化への共同対応の次元で東アジアの国

だけでなく、企業と消費者、市民社会がともに作っていく、

水平的でかつ開放的な地域ガバナンス構築の土台を築くと

いう視点を保つことが大事である。

　東アジアの共通懸案のなかで、見逃してはいけないのが

地域格差である。今のように、域内国が事実上FTAを、

多分に自国の国内競争力強化への対外与件造成の手段とし

て認識しているかぎり、EAFTAさえも締結が困難であろ

う。また、たとえそれが実現されたとしても、それは一国

次元での両極化を、地域次元で拡大再生産するか、グロー

バル化の弊害を地域次元でそっくりそのまま縮小再現する

方向へ働く可能性が濃厚である。

　一例として、現在東アジアでの莫大な外貨保有高および

貯蓄は、域内での適切な運用先を見つけられず、域外に還

流されている実情である。東アジアでの金融通貨協力を通

じて、これらの資金を域内の低開発地域の開発に活用でき

れば、これは域内の開発需要を満たし、同時に域外に流出

していた過剰な資本が域内循環へ補填される結果となり、

さらには東アジアの金融産業発展にも役立つだろう。なお、

EAFTA締結による産業構造の調整および社会統合の促進

のために協議体を構成し、EUの‘構造基金（Structural 
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Fund）’を援用した‘東アジア構造基金（仮称）’の設立

を構想するならば、東アジア経済共同体の結束と統合の理

念を具体化させる証しにもなろう。

　第四に、東アジア経済共同体は、結果的には世界経済秩

序に対する発言権の強化に大きく寄与する。むろん統合の

形態が関税同盟ではない限り、EUのように明示的に共同

で対外政策を駆使することは難しいが、制度化を枠組みと

して、適切に活用できる余地はあると思われる。現在のア

メリカ主導のグローバル化と国際機構でのアメリカの強力

な影響力に対する、適切な牽制と相互均衡が必要であると

指摘されるが、未だこうした対抗力をもっているのはEU

だけである。

　もし、WTO/DDAやIMFなどの多国間舞台において、

集団的な協議力の発揮が可能であれば、多国間主義に立脚

した国際貿易システムで相互牽制と均衡がなされることに

寄与するだろう。そのためには、域内サービスと投資、知

的財産権など、未だドーハ・ラウンドで合意に至ってない

分野への合理的な規範づくりが最も重要な意味をもつこと

になる。

　最後に、東アジア経済共同体は、とりわけ朝鮮半島と北

東アジアの和解に貢献する。北東アジア３国は、歴史教科

書問題、領土問題など、近現代史において累積された葛藤

を解消できないまま対立している。この時に経済共同体の

形成を通じた地域内の相互依存度の増大は、こうした経済

外的な葛藤と対立を解消するきっかけを提供してくれる。

多様な経済協力の結果、相互依存度の増大時に、‘安保の

外部効果（Security Externalities）’が生まれるのは、す

でにカントが主張したとおりである。こうした効果は、南

北・大陸鉄道網の連結、エネルギー協力、基盤ネットワー

ク・インフラ整備を骨子とするIT・科学技術協力、域内

の大多数農業国の競争力を高める農業協力など、域内の社

会間接資本のネットワーク構築分野で集中的に生じるだろ

う。

　上記の四つの期待利益は、現在進行中である様々な協力

課題を通じて、複合的に同時に達成可能なもので、個別課

題が必ずしも一つの期待利益だけを充足させるものではな

い点を明確にしておきたい。つまり、各協力課題への様々

な取り組みが絡み合い、総じて四つの期待利益の実現に寄

与することのできる相互緊密な連関をもっている。

５.　結論に代えて

　今までの韓国は多分に韓国的な視点で、地域経済共同体

を描いてきたところが少なくはない。しかしこれからはよ

り客観的な視点で、域内の構成員が共感することのできる

経済共同体の明確な目標と期待利益の提示、そしてそのた

めの具体的でかつ現実的な協力課題の提示により、周辺国

の参加を誘導していかねばならない。

　北東アジアがもつ地理的なアイデンティティの曖昧さ

は、それ自体北東アジアの歴史のなかで刻まれてきた固有

の特性ともいえる。理念と体制間の極端な対立、その過程

でこの地域の求心力と、アイデンティティを絶えず阻害し

てきた域外国の介入、多大な所得・技術格差は、北東アジ

アの歴史的産物である。従って我々が注目する‘北東アジ

ア’とは、協力の対象を閉鎖的に限定する空間ではなく、

我々の共通懸案が実在する空間であり、だからこそその解

決に向けては 北東アジアに限定せず、利害関係をもつ誰

とも協力しようとするのである。

　しかし、東アジアで進行中のどのような経済協力におい

ても、北東アジアが相互協力のもとで、経済力に見合った

責任のある主導権の発揮に努力していくことが要請され

る。ASEANは未だに結束力が緩く、見解を統一すること

が難しく、依然として途上国が多い。彼らがEAFTAを主

導するのには限界がある。言い換えれば、地域経済共同体

の単位が北東アジアであれ、東アジアであれ、肝心なのは、

東アジアのGDPの約85％を占める韓・中・日３国間の和

解と協力であり、信頼の回復である。特に日中関係が改善

されない限り、経済統合の最も低い段階であるFTAさえ

も成立し難くなるだろう。

　では、日中関係の改善のために、韓国に求められる役割

は何なのか。それは何よりも、外交安保的な葛藤が渦巻く

なかで日本と中国が経済協力に乗り出せる与件を造成する

ことである。韓国は自らしかできない役割が、北東アジア

の‘架橋国家・拠点国家・協力国家’である点を熟考しな

ければならない。
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An Evaluation of and Issues Concerning the 
ROK’s Initiative for Northeast Asia:

Towards the Realization of an East Asian Economic Community
(Summary)

The Roh Moo-hyun administration of the ROK, which 
came to power in 2003, has set forth a new state agenda in 
the form of the "Initiative for the Era of Northeast Asian 
Peace and Prosperity", which pursues the realization 
of a "peaceful and prosperous East Asian community". 
The following looks back at the trajectory of the ROKʼs 
initiative for Northeast Asia and free trade agreement (FTA) 
policy over the last three years, and identi es priority issues 
relating to the realization of the East Asian community.

In the ROK governmentʼs vision for Northeast 
Asia, firstly, the importance of economic cooperation in 
shifting the focus of this initiative from strengthening 
competitiveness (primarily promoting the economy) to 
security cooperation (external cooperation) has been 
overlooked, so it has been difficult to promote consistent 
economic cooperation from a long-term perspective. As a 
result, proposals for practical, attractive projects that will be 
of interest to neighboring countries have been inadequate. 
Secondly, there has been confusion about whether to make 
Northeast Asia or East Asia the main space for economic 
cooperation. Thirdly, the strategy for ensuring that bilateral 
FTAs ultimately become something that promotes intra-
regional economic integration has also been inadequate.

The biggest requirement for the ROK to contribute to 
the realization of a regional economic community is a shift 
in its perspective, from thinking mainly in terms of FTAs 
to thinking in terms of an economic community. In other 
words, if the government of the ROK sees the "formation 
of an era of Northeast Asian peace and common prosperity" 
as a diplomatic objective of the utmost priority and will 
promote the formation of a regional community as part of 

this, it should develop a new awareness of FTAs as a useful 
means of achieving this and be proactive in making use of 
them.

In view of the various constraints in Northeast 
Asia, the ROK should envisage an East Asian economic 
community that takes East Asia, rather than Northeast 
Asia, as the main stage for cooperation, for the time being. 
It would be more practical if this began with an FTA at a 
low level of integration (East Asian FTA) and was then 
developed into an economic community both in name and 
reality; with regard to this direction, it will be necessary to 
secure agreements between the countries of the region from 
this point onwards.

Until now, the ROK has tended to paint a picture 
of a regional economic community that revolves around 
itself. In the future, it will have to take a more objective 
viewpoint and induce neighboring countries to participate 
by presenting clear targets for an economic community with 
which all members of the region can empathize, as well as 
clarifying the prospective benefits and specific, practical 
cooperative tasks.

However, no matter what the space for economic 
cooperation, there can be no doubt that Northeast Asian 
cooperation is critical and that it must demonstrate the 
initiative appropriate to its economic scale. In particular, 
it will be difficult for an FTA to succeed unless relations 
between Japan and China improve. What is required is 
for the ROK to faithfully take on the role of a bridge in 
Northeast Asia, in order to ensure that Japan and China 
work towards economic cooperation.

(Translated by ERINA)
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